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○女性被災者に対する相談窓口の設置及び周知並びに懸念される女性に対する暴力への対

応について（平成23年３月24日 内閣府男女共同参画局 事務連絡） 

【通知発出先】 

平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震緊急対策本部 

被災者生活支援特別対策本部 

各都道府県・政令指定都市男女共同参画主管課 

 

１．避難所等で生活する女性に対する相談窓口の開設とその周知 

○ 避難所等で生活する女性は、多様な悩みを抱えており、また、女性に対して相談しやすい

悩みもあることから、避難所等で生活する女性のための相談窓口を開設するとともに、これ

を幅広く効果的に周知していくことが重要である。 

○ 周知に当たっては、避難所以外にも、親戚・知人等の家庭や公営住宅・仮設住宅等での避難

生活を送られる方もおり、そうした方にも周知されるよう配慮いただきたい。 

○ 女性に対する相談窓口の開設・運営に当たっては、これまでに実施実績のある男女共同参画

センターや民間団体を積極的に活用するとともに、相談内容が更に多様になることが予想さ

れることから、幅広い関係機関との連携を強化し、対応していく必要がある。 

○ 相談を通じて把握した女性や子育てのニーズについては、適切に、支援の向上につなげてい

くことが重要である。 

 

２．女性に対する暴力の予防のための取組の実施と、相談窓口や相談サービスについての避難

所等での周知 

○ 避難所等での生活が長引く中で、性暴力や配偶者間暴力等の女性に対する暴力への懸念が広

がっており、関係機関と連携の上、「人目のないところを一人で歩かない」などの注意喚起を

含め、その予防に努めることが重要である。 

○ また、被害に悩む女性に対する支援も必要であり、例えば以下の相談窓口・相談サービスに

ついての周知が必要である。 

・ＤＶ相談ナビ （0570－0－55210。最寄りのＤＶ相談サービスを案内、電話を転送。） 

・パープルダイヤル（0120－941-826。３月 27 日 22 時まで。内閣府事業。性暴力や配偶者間

暴力被害の無料相談） 

・地方自治体や民間団体が提供している相談サービス・相談窓口。 
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○男女共同参画の視点を踏まえた仮設住宅における災害対応について（平成23年６月23

日 内閣府男女共同参画局 事務連絡） 

【通知発出先】岩手県、宮城県、福島県、仙台市の男女共同参画主管課 

 

東日本大震災に関しては、男女共同参画の視点を踏まえた避難所等での生活に関する対応に

ついて、これまでもお願いしているところですが、被災地では避難所から仮設住宅へと生活の

場が移りつつあります。仮設住宅での生活を安全・安心なものとし、生活再建を進めていただ

くに当たり、男女共同参画の視点に立って、性別や世代別に対応したきめ細かな支援が必要で

す。このため、関係機関において、以下をご参考にしていただき、現地の生活者のニーズを把

握しながら、きめ細かな支援にご配慮いただくよう、お願いします。 

なお、民間賃貸住宅を仮設住宅として活用している場合についても、同様にご配慮いただく

よう、お願いします。 

 

【１】安心・安全の確保に配慮した対応 

仮設住宅に死角や暗い場所があると、女性や子どもに不安感を与えたり、犯罪の発生が懸

念されます。そうしたことを意識した上で、以下をご参考に、仮設住宅の周辺環境の整備や、

被災者への防犯意識の啓発等にご配慮いただきたい。 

（１）防犯ブザーやホイッスルの携帯の呼びかけ 

（２）街灯や夜間照明等の工夫 

（３）夜間の見回り（巡回）の実施 

 

【２】ストレス軽減、心のケア等のための対応 

仮設住宅では、「孤立化」、「引きこもり」、「過度の飲酒」等の問題の発生が懸念されます。

阪神・淡路大震災では、男性に多くその傾向が見られました。さらに、ストレス等が引き起

こす、配偶者からの暴力や子どもへの虐待も懸念されます。これらの問題の防止等のため、

以下をご参考にしていただきたい。 

（１）交流の場づくり 

（２）生きがいづくり 

・「出番」や「仕事」は生きがいにつながる。花の栽培、清掃、昔語り、昔遊びの伝承など、

コミュニティの中での役割を作る。 

（３）悩みの電話相談や巡回相談の実施、生活支援のための相談員の配置 

（４）保健師等による巡回相談の実施 
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【３】仮設住宅の利用、コミュニティ運営体制等への対応 

仮設住宅敷地内のコミュニティスペースの設置やその仮設住宅コミュニティの運営体制を

整えることが重要であるため、以下をご参考にしていただきたい。 

（１）集会所、集会スペース等の設置 

・交流を図るため、集会場や集会スペースを作る。その運営に当たっては、女性も気軽に

使えるよう工夫する。 

・空きスペースにテントを設置するなどして、喫茶スペースやサロンとして活用する。 

・民間支援団体等（コミュニティビジネスを含む。）が支援活動で空きスペースなどを使用

できるようにする。 

（２）移動市場、仮設スーパー等による生活支援体制づくり 

（３）情報発信、情報交換 

・行政情報、民間支援情報等をわかりやすくまとめて被災者に届ける。 

・関係行政機関（都道府県、市区町村、男女共同参画センター、福祉事務所、児童相談所

等）、民間支援団体等が連携を密にし、相互に情報交換を行う。 

（４）相談窓口の一元化 

・相談、支援情報等の問い合わせ窓口の一元化を進める。 

 

【４】女性の参画の推進と生活者の意見反映 

仮設住宅や地域コミュニティの運営において、女性の参画を推進するとともに、女性を始

めとする生活者の意見を集約・反映できるよう、ご配慮いただきたい。 
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○東日本大震災で被災した妊産婦及び乳幼児に対する保健指導について（平成23年５月

20日 厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課 事務連絡） 

【通知発出先】都道府県、政令市、特別区の母子保健担当者 

 

母子保健行政の推進につきましては、かねてより格段の御配慮をいただいているところであ

り、深く感謝申し上げます。 

標記については、平成 23 年４月 14 日付事務連絡「東日本大震災で被災した妊産婦及び乳幼

児に対する保健指導について」により、避難所等で生活する妊産婦、乳幼児に対する支援のポ

イントについて内容の更新を図ったところでありますが、今般、さらに季節の変化に応じた支

援方法等について別添のとおり内容の更新を行いましたので、被災地で専門的な支援にあたる

保健師、助産師、看護師等の方にご周知いただきますよう、宜しくお願いいたします。 

なお、資料については、厚生労働省のホームページに掲載することとしています。
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○復興の過程における多様な視点の反映について（平成23年 12月 15日 東日本大震

災復興対策本部事務局、内閣府政策統括官（共生社会政策担当）、内閣府子ども若者・子育

て施策総合推進室、内閣府男女共同参画局 事務連絡） 

【通知発出先】岩手県、宮城県、福島県、仙台市の男女共同参画主管課 

 

東日本大震災により被災された皆様に、心から深くお見舞い申し上げますとともに、東日本

大震災に伴う対応について厚く御礼を申し上げます。 

さて、貴県及び管下市区町村におかれましては、それぞれに策定された震災からの復興基本

方針や復興計画等に基づく施策の推進に大変なご尽力をいただいていることと存じます。 

政府においては、復興の過程で、女性、子ども・若者、高齢者、障害者等の多様な視点を反

映した取組を進めていただくことが重要であることから、「東日本大震災からの復興の基本方

針」（平成 23 年７月 29 日東日本大震災復興対策本部決定）にも、その「基本的考え方」に「男

女共同参画の観点から、復興のあらゆる場・組織に、女性の参画を促進する。あわせて、子ど

も・障害者等あらゆる人々が住みやすい共生社会を実現する」との記述を盛り込んでおります。

また、この「基本的考え方」を踏まえ、まちづくりにおける女性、子ども・若者、高齢者、障

害者、外国人等の意見が反映されやすい環境整備、女性や高齢者等の雇用機会の確保といった

復興の様々な場面における具体的な施策を記述しております。 

復興に向けた取組は、各地方公共団体が被災状況や地域の実情等に応じて行うものでありま

すが、貴県におかれましてはできる限り上記基本方針の趣旨に御配慮いただきますとともに、

管下市区町村にもこの旨周知いただきますようよろしくお願いいたします。このことについて、

政府においてもできる限り御協力をしていきたいと考えておりますので、情報提供・共有や御

相談等が必要な場合は下記照会先までご連絡いただきますようお願い申し上げます。 

なお、この依頼文については、これと同趣旨の文書を、防災、青少年、高齢者、障害者を担

当されている部署へも併せて送付しておりますので、念のため申し添えます。 
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○防災対策の見直しに係る男女共同参画の推進について（平成24年５月８日 府政防第

535号・消防災第181号 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（被災者行政担当） 、

総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 通知） 

【通知発出先】各都道府県防災主管部長 

 

  災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 34 条第１項に基づき、中央防災会議が作成す

る防災基本計画において、「防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性の参

画を拡大し、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制を確立する必要がある。」と示されてい

るところです。 

  貴職におかれては、これらを踏まえ、防災対策の見直し等に当たって、災害対策基本法第 15

条第５項第１号、同項５号及び同項第７号を活用する等により男女共同参画の推進を図られる

とともに、貴都道府県内の市区町村に対してこの旨周知されるようお願いいたします。 

  なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に基づく技術的

助言として発出するものであることを申し添えます。 
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○復興の過程における男女共同参画の推進について（平成24年6月19日 復本第688

号 復興大臣通知） 

【通知発出先】 

以下の43市町村の長 

（青森県）三沢市、八戸市 

（岩手県）洋野町、久慈市、野田村、普代村、田野畑村、岩泉町、宮古市、山田町、 

大槌町、釜石市、大船渡市、陸前高田市 

（宮城県）気仙沼市、南三陸町、石巻市、女川町、東松島市、松島町、利府町、塩竈市、 

七ヶ浜町、多賀城市、仙台市、名取市、岩沼市、亘理町、山元町 

（福島県）新地町、相馬市、南相馬市、広野町、いわき市 

（茨城県）北茨城市、高萩市、日立市、ひたちなか市、大洗町、鹿嶋市、神栖市 

（千葉県）旭市、山武市 

 

東日本大震災により被災された皆様に、心から深くお見舞い申し上げますとともに、東日本

大震災に伴う対応について厚く御礼を申し上げます。 

さて、貴市（町・村）におかれましては、それぞれに策定された震災からの復興基本方針や

復興計画等に基づく施策の推進に大変なご尽力をいただいていることと存じます。 

政府においては、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成 23 年 7 月 29 日東日本大震災

復興対策本部決定）においても、その「基本的考え方」に「男女共同参画の観点から、復興の

あらゆる場・組織に、女性の参画を促進する。」とし、復興施策に男女共同参画、特に女性の視

点を反映することとしております。 

こうした中、多くの被災地自治体では、復興計画の策定にあたって、外部有識者を含めた委

員会等を設置していますが、被災６県の沿岸 43 市町村について復興庁で調べたところ、これら

委員会等（復興計画を最終決定するために活用または設置された委員会等）における女性委員

は、751 人中 84 人（11.2％）、また、９市町村では女性委員のいない状況でした（別添１参照）。 

復興に向けた取組は、各地方公共団体が被災状況や地域の実情等に応じて行うものでありま

すが、今後の復興計画のさらなる具体化の検討、復興計画の進行管理等に当たっては、出来る

限り上記基本方針の趣旨を踏まえ、男女共同参画の視点を十分反映いただきますよう、一層の

ご配慮をお願いします。 

＜添付資料＞ 

別添１．被災地自治体における復興計画の策定状況等について 

別添２．43 市町村における復興計画策定に当たっての委員会等における女性委員の状況 

別添３．39 市町村が策定した復興計画における男女共同参画に関する記載について 



 98

 
○復興の過程における男女共同参画の推進について（平成24年 6月 19日 復興庁統括

官付参事官（男女共同参画担当） 事務連絡） 

【通知発出先】 

以下の６県の男女共同参画、復興担当局（部）長 

青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県 

 

東日本大震災により被災された皆様に、心から深くお見舞い申し上げますとともに、東日本

大震災に伴う対応について厚く御礼を申し上げます。 

政府においては、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成 23 年７月 29 日東日本大震災

復興対策本部決定）においても、その「基本的考え方」に「男女共同参画の観点から、復興の

あらゆる場・組織に、女性の参画を促進する。」とし、復興施策に男女共同参画、特に女性の視

点を反映することとしております。 

こうした中、多くの被災地自治体では、復興計画の策定にあたって、外部有識者を含めた委

員会等を設置していますが、被災６県（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県）

の沿岸 43 市町村について復興庁で調べたところ、これら委員会等（復興計画を最終決定するた

めに活用または設置された委員会等）における女性委員は、751 人中 84 人（11.2％）、また、

９市町村では女性委員のいない状況でした（別添１参照）。 

復興に向けた取組は、各地方公共団体が被災状況や地域の実情等に応じて行うものでありま

すが、今後の復興計画の策定、復興計画のさらなる具体化の検討、復興計画の進行管理等に当

たっては、出来る限り上記基本方針の趣旨を踏まえ、男女共同参画の視点を十分反映いただき

ますよう、貴県におかれましては一層のご配慮をお願いすると共に、復興に関わる貴県管下市

区町村にもこの旨を周知いただきますようお願いします。 

なお、43 市町村長宛には、復興大臣より、本事務連絡と同趣旨の文書を送付しておりますこ

とを、ご承知おきいただきますようお願いします。 

＜添付資料＞ 

別添１．被災地自治体における復興計画の策定状況等について 

別添２．43 市町村における復興計画策定に当たっての委員会等における女性委員の状況 

別添３．39 市町村が策定した復興計画における男女共同参画に関する記載について 
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○第56回国連婦人の地位委員会「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワー

メント決議」（和文仮訳）（平成24年３月採択） 

 

国連婦人の地位委員会は， 

（前文） 

◆自然災害は人間の生命や災害後の生活条件に影響を与え，しばしば，女性，及び，子ども，高

齢者，障害者を含む脆弱な人々に，より直接的かつ負の影響を与えること，また，自然災害は，

ジェンダー不平等，男女の固定的性別役割，女性に対する差別により，適切な情報，経済的機

会への平等なアクセスの不足，貧困と社会的排除，安全，異なる家族責任等，関連するリスク

や脆弱性に関して，男女にしばしば異なる影響を及ぼすことに留意し， 

◆北京行動綱領及び第 23 回国連特別総会成果文書における，自然災害に影響を受けた女性・女児

に関するコミットメントを再確認し，同特別総会成果文書が災害の予防，軽減，復旧・復興戦

略にジェンダーの視点を含めることの必要性を強調したことについても再確認し， 

◆2002 年３月 15 日の第 46 回国連婦人の地位委員会（CSW）合意結論，2005 年３月 11 日の CSW 決

議 49/5 及び 2011 年３月４日の CSW 決議 55/1「気候変動に関する政策・戦略におけるジェンダ

ー平等主流化と女性のエンパワーメント促進」，2005 年１月に神戸で開催された国連防災世界

会議で採択された兵庫宣言及び兵庫行動枠組 2005－2015 並びに A/RES/66/9 及び A/RES/66/120

を含む関連の総会決議を想起し， 

◆2011 年３月 11 日の東日本大震災や，その他最近人道支援アピールが行われたものを含む，世

界の全ての地域の自然災害への救助及び復旧・復興努力において，被災国の対応や国際社会か

らよせられた支援・援助を歓迎しつつ，一方で，ジェンダーに配慮した災害管理を含む，それ

らの対応における更なる取組の重要性を強調し， 

◆防災，災害救援，復旧・復興のあらゆる段階において女性，及び，子ども，高齢者，障害者を

含む脆弱な人々の特有のニーズを平等に考慮すること，それらの人々が右段階に参加する平等

な機会を確保すること，及びジェンダー平等と女性のエンパワーメントを促進し，コミュニテ

ィーの回復力を強化し，災害に対する社会の脆弱性を減少させるような，人々の絆に支えられ，

コミュニティーを基盤とした包摂型の社会造りを行うために，人間中心の包括的なアプローチ

を求めることの重要性を強調し， 

 

（主文） 

１．女性が防災（災害予防，軽減，事前準備），災害救援，修復と再建を含む復旧・復興において

極めて重要な役割を果たすこと，また，特にジェンダー平等と女性のエンパワーメントを進

めるために，女性が災害に対処する能力を強化する必要があることを認識。 

２．各国政府，及び適当な場合は国連機関，ＮＧＯ，民間セクターを含む市民社会，その他関係
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者に対し，以下の取組を求める。 

(a).国の政策，戦略，計画を見直し，自然災害が女性と男性に与える異なるインパクトを考慮し

つつ，防災，災害救援，復旧・復興に関する政策，計画，予算にジェンダーの視点を取り入

れるような措置をとる。 

(b).防災，災害救援，復旧・復興に関する，資源の配分に関するものを含むすべてのレベルにお

ける意思決定に，女性の平等な参画の機会を確保する。 

(c).防災（災害予防，軽減，事前準備），災害救援，復旧・復興にジェンダーに配慮したアプロー

チを適用するため，すべてのレベルの関係機関の能力を強化し，関係者の意識を高め，関係

機関間の連携を促進する。 

(d).防災（災害予防，軽減，事前準備），災害救援，復旧・復興のあらゆる段階において，女性・

女児がすべての人権を完全に享受できるよう確保する。 

(e).災害救援への男女の平等なアクセスを保証し，食糧・物資，水と衛生，シェルターの設置と

管理，安全・治安，身体的，精神的及び緊急のヘルスケア（性と生殖に関する健康を含む）

等の提 供に際し，特に妊産婦，授乳中の女性，幼児のいる家庭，母子・父子家庭，未亡人

のニーズに注意を払いつつ，女性のニーズ，視点，全ての人権の享受に完全に配慮した災害

救援と復旧・復興支援を実施するよう最大限努力し，その際，女性の専門家の関与やフィー

ルド・ワーカーのジェンダーバランスを奨励する。 

(f).災害後の状況において，性やジェンダーに基づく暴力や，人身取引のリスク，女児，保護者

のいない子どもや孤児の特別の脆弱性を含む，様々な形態の搾取の予防に特別に注意を払う

よう確保する。 

(g).災害後の状況において，女性が再度被害者にならないよう女性のニーズを考慮し，性やジェ

ンダーに基づく暴力の被害者の保護，ケア及び支援，さらに，適切な場合には，被害者に対

し，特に取調べ，起訴における支援のための法的サービスやその他関連サービスの提供を確

保する。 

(h).男女に平等な経済的機会を保証することを支援するため，職業訓練や技能訓練を含め，ジェ

ンダーに配慮した経済的復旧・復興プロジェクト等を策定，実施，評価し，その際，女性の

社会・経済的プロセスにおける役割に応じて，正規雇用部門への女性の迅速な統合・再統合

への障害を取り除くことに注意し，また自然災害が引き起こす可能性のある都市と農村間の

人の移動を考慮する。 

(i).コミュニティー・ベースのビジネス，必要な社会的サービスの構築及び市場，信用，その他

金融サービスへのアクセスへの支援を通じ，自然災害の影響を受けた女性，特に農村女性の

収入創出及び雇用機会を促進する。 

(j).自然災害早期警報システムへの男女の平等なアクセスを確保し，男女の固有のニーズや視点，

全ての人権を考慮した防災計画を促進し，科学技術分野を含め，ジェンダーに配慮した防災

に関する住民意識を高め，すべてのレベルで訓練を提供する。 
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(k).防災に関する情報，訓練，公教育，ノンフォーマル教育への女性・女児の平等なアクセスと

利用を確保し，女性・女児がこれらのリソースを完全に活用できるようにする。 

(l).性別，年齢別，障害別の人口・社会経済統計を体系的に収集するとともに，ジェンダーに配

慮したニーズ評価と計画策定過程等を通じ，ジェンダー指標の開発とジェンダーによる差異

の分析を継続し，これらの情報を防災，災害管理政策やプログラムに統合する。 

(m).ジェンダーの視点から災害救援を記録，評価するとともに，好事例，教訓，防災のための技

術を含むツールに関する情報を国内，地域，国際的に広く共有し，それら情報の防災計画へ

の統合を促進及び確保する。 

(n).災害管理，および女性の完全な参画を確保する包摂的で災害に強い社会造りの促進に際して，

コミュニティー・ベースの組織，女性団体やボランティアを含む市民社会の役割を認識し，

更にこれを促進する。 

(o).特に女性のニーズに対応するための，女性の専門家やボランティアの重要な役割を認識し，

災害予防，軽減，事前準備を含む防災，災害救援，復旧・復興における，彼らの更なる参加

を奨励する。 

(p).防災，災害救援，復旧・復興のすべての局面においてジェンダーの視点を強化するため、各

国政府，国連機関，ＮＧＯや民間部門を含む市民社会等その他すべての関係者の間で，建設

的なパートナーシップを構築する。 

３．各国政府，地方自治体，国連システム，地域機関に対し，また資金援助国やその他の支援国

に対し，それぞれの防災，災害救援，復旧・復興の取組において，被災国政府と協力して，

ジェンダーに配慮した計画策定，資源配分を通じて，女性・女児の脆弱性や能力に対応する

よう奨励する。 

４．すべての関係国連機関に対し，それぞれのマンデートに応じて，防災，災害救援，復旧・復

興のすべての局面において，引き続きジェンダー視点の主流化を確保するよう要請する。 

５．国連システム，加盟国その他関係者に対し，2015 年の第３回国連防災世界会議を含む，防災

に関する取組において，引き続きジェンダーの視点の取り入れを促進するよう要請する。 

６．事務総長に対し，既存の国連の枠組みの中で，自然災害におけるジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメントの問題に更にどう対応するかの提案を含め，本決議の実施について，第 58 回

婦人の地位委員会に報告することを要請する。 

 


